[image: ]

[image: ]
[image: ]
[image: ]
image1.emf
様式第１号

１　下請負工事について

下請あり 下請なし → 受注者の自社施工であることを確認する

２　コリンズの登録状況（500万円以上の工事）

500万円未満の工事

工事実績情報の登録済書類（工事カルテ）の受領

受注時登録確認

変更契約あり → 変更登録済書類の受領

３　施工体制台帳について

現場備付けの確認

写しを監督員に提出

４　建設業の許可

建設業の許可の有効期限は適切である。

建設業の許可区分は適切である。

（下請代金額の総額4,500万円（建築一式工事は7,000万円）以上の場合、特定建設業の許可が必要。）

５　現場点検状況（点検は概ね一月毎に実施）



建設業退職金共済制

度の状況について

安全衛生管理組織表

又は緊急時の体制表

の掲示

年　　　月　　　日

工 事 名　　

受注者　　

監督員名　　

課　長 課長補佐 係　長



工事施工体制等実態調査報告書

実施日

現場代理人

の常駐

主任技術者、監理技

術者又は監理技術者

補佐の専任状況

外国人労働

者の状況

下請業者の

建設業許可

状況

下請業者の

許可業種区

分

施工体制台

帳との整合

性

施工体系図

の掲示

労働保険関係成立票

及び建設業許可を示

す標識の掲示
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様式第２号

工 事 名 ：

点検回数 ： １回目（概ね１か月） ２回目（概ね50％）

１　施工体制に関する書類点検

 同社の他工事の状況



下請業者は指名停止期間中でないこと



下請の主任技術者の資格要件は満たしているか



下請の専任を必要とする技術者の配置は適切か 専任を必要とする技術者は他工事及び営業所の専任技術者との兼務はできない。



施工体制台帳の添付書類は整っているか



下請との契約において、500万円超の場合、建設業法の許可を有しているか



該当

項　　　目 内　　　容

点検結果

備　　考

適 不適



施工体制台帳は整備されているか 施工体制台帳が監督員に提出され、現場事務所に備え付けられているか。



～



～



工　　期



～



発注機関

元請/下請



他の発注機関も含め、技術者の兼務がないかを確認。（下請含む）※ある場合は次表に記載のこと。



工　事　名



～



～



点検結果

備　　考

適 不適



主任技術者、監理技術者又は監理技術者補佐の専任について

請負金額4,000万円（建築一式工事は8,000万円）以上の場合、技術者は専任しているかを確認。

下請代金額の総額が4,500万円（建築一式工事は7,000万円）以上の場合、主任技術者は監理技術者又は監理技術者補佐に読み替える。

なお、その場合において、監理技術者若しくはそれを補佐する者を置く場合は、専任の状況を確認する。



現場代理人、技術者は他工事と兼務していないか



工事カルテ

該当



該当

項　　　目 内　　　容

点検結果



備　　考

適 不適



他機関発注工事及び下請工事において兼務がある場合、予め監督員に報告しているか



職　名 氏　名 職　名 氏　名 職　名 氏　名

従事する技術者１ 従事する技術者２ 従事する技術者３



市発注工事において兼務がある場合、兼務届を提出しているか



該当

項　　　目 内　　　容

備　　考



確認日　　　　　年　　　月　　　日

立会者２ 点検者１ 点検者２ 立会者１



内　　　容

コリンズ登録、変更登録は10日以内に行われているか。

課　長 課長補佐 係　長



施 工 体 制 実 態 点 検 表

点検結果

適 不適

項　　　目
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２　施工体制に関する現場点検



作業主任者の配置 選任し、掲示されているか。



建設業退職金共済組合の労働者に適切に証紙が渡されているか



外国人技能実習生及び外国人建設就労者の従事状況



１次下請負人の契約金額が、請負契約金額の50％以下か 50％超の場合は、実質的関与の確認が必要。



下請業者に丸投げや、分担をさせていないか 元請業者の関与が確認できない場合は、実質的関与の確認が必要。



該当

項　　　目 内　　　容

点検結果

備　　考

適 不適



下請負人は、下請通知書等に記載した者と同一か



監理技術者又は監理技術者補佐は資格者証を携帯しているか



建設業退職金共済組合の労働者に適切に証紙が渡されているか



総合施工計画、施工要領書は備えているか



主任技術者は施工計画、工程管理、品質管理等当該工事に関する説明ができるか

下請代金額の総額が4,500万円（建築一式工事は7,000万円）以上の場合、主任技術者は監理技術者又は監理技術者

補佐に読み替える。



工事現場の掲示（安全衛生管理組織表の掲示又は緊急時の体制表の掲示）



該当

項　　　目 内　　　容

点検結果

備　　考

適 不適



工事現場の掲示（施工体系図） 工事現場内外の２か所に掲示。



工事現場の掲示（建設業退職金共済制度）



工事現場の掲示（建設業許可を示す標識の掲示）



工事現場の掲示（労災保険関係成立標識の掲示）



現場代理人の常駐



主任技術者、監理技術者又は監理技術者補佐の専任について

下請含む全ての業者において、請負金額4,000万円（建築一式工事は8,000万円）以上の場合、技術者は専任しているかを確認。

下請代金額の総額が4,500万円（建築一式工事は7,000万円）以上の場合、主任技術者は監理技術者又は監理技術者補佐に読み替える。

なお、その場合において、監理技術者若しくはそれを補佐する者を置く場合は、専任の状況を確認。



外国人技能実習生及び外国人建設就労者の在住資格について



該当

項　　　目 内　　　容

点検結果

備　　考

適 不適



社会保険加入状況について 加入を証明する添付資料は整っているか。



派遣労働者について



元請業者の建設業の許可について

下請代金額の総額が4,500万円（建築一式工事は7,000万円）以上の場合、元請業者は特定建設業の許可を必要とする。



該当

項　　　目 内　　　容

点検結果

備　　考

適 不適



監理技術者又は監理技術者補佐の資格について 監理技術者又は監理技術者補佐の資格は適切か（期限、講習の受講）。



監理技術者又は監理技術者補佐の直接的かつ恒常的な雇用について



該当

項　　　目 内　　　容

点検結果

備　　考

適 不適
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様式第３号

【意見聴取した結果】

受　注　者 氏　名

１次請負者 氏　名

課　長 課長補佐 係　長

項　　目

　発注者との協議



備　　考

　住民への説明

　施工計画

　官公庁への届出等

　近隣工事との調整



　安全管理

　工程管理

　出来形品質管理

点　検　結　果

点検結果

適 不適

内　　容



　下請の施工調整及び

　指導監督



　完成検査



　な役割を果たしているか。

　労働安全衛生法の届出、道路管理者等への

　申請・協議の実施において、主体的な役割

　を果たしているか。

　近隣工事の調整において、主体的な役割

　発注者との協議において、主体的な約割を

　果たしているか。

　住民への説明、苦情処理において、主体的

　１つでも「不適」があれば、一括下請の可能性の疑いがあるので、受注者と一次下請負者に意見聴取し、実態を把握する。

・ 適　正　　　・ 指導の上、改善されれば適正　　　・ 指導の上、なお改善されない場合は不適

年　　月　　日



下請割合

確 認 日

点検者１

点検者２

立 会 者

工　事　名

受　注　者

一次下請業者



　工事全体を把握し、工事の手順・段取りの

　調整・指導において、主体的な役割をはた



　本確認表の提出を行う時は、施工体系図を添付資料として提出すること。

　点検した結果、全ての項目が「適」の場合、点検終了。



　指導において、主体的な役割を果たしてい

　るか。

実 質 的 関 与 の 確 認

　役割を果たしているか。

　安全確保体制の保持、安全教育、安全点

　検、下請負業者の安全指導において、主体

　的な役割を果たしているか。

　施工上の技術的指導、施工場所等の調整・

　しているか。

　検査の実施及び結果保存、不具合等の発生

　において、主体的な役割をはたしている

　か。

　下請施工分の完成検査において、主体的な

　を果たしているのか。

　設計図書等の内容把握、施工計画の立案に

　おいて、主体的な役割をはたしているか。


